
社会福祉法人　山家連福祉事業会

　 該当なし

　（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　①満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

　（2） 固定資産の減価償却の方法

　　　　②リース資産
　　　　 ⅰ　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
ⅱ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（3） 引当金の計上基準
　　　 　①退職給付引当金

　（4） 棚卸資産の評価方法

　（5）消費税等の会計処理

（1）

（1） 一般財団法人山口県健康福祉財団が実施する退職共済制度
（2） 独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

　

　（5） 収益事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)

　

　　　　④　ふれんず拠点区分
　　　　　　・ふれんず（就労継続支援Ｂ型）

　　　　②　夢かれん拠点区分

　（6） 各拠点区分におけるサービス区分の内容（社会福祉事業）（第1号の4様式、第2号4様式、第3号4様式）
　　　　①　本部拠点

　（1） 法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式)

当法人は収益事業を実施していないため作成していない。

当法人は社会福祉事業のみの為作成していない。
　（2） 事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)

　（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)

当法人は公益事業を実施していないため作成していない。
　（4） 公益事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)

　　　　　　・ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ夢かれん（共同生活援助）
　　　　　　・夢かれん（就労移行支援・就労継続支援Ｂ型）

棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。簡易課税

　　　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

社会福祉法人会計基準（平成23年7月27日雇児発・社援発・老発0727第1号）を適用　　

　　　当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

　３ 重要な会計方針の変更

　４ 法人で採用する退職給付制度

　５ 法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

令和５年度財務諸表に対する注記の記載（法人全体用）

　　　　②満期保有目的の債券以外の有価証券：市場価格等に基づく時価法　

　　　　①建物、構築物、車両運搬具、器具及び備品
　　　　　　残存価額を1とする定額法によっている。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における法人の退職金支給規程に基づく期末自己都合要支給額を計上し
ている。（山口県健康福祉財団分）

　2 重要な会計方針

　1 継続事業の前提に関する注記

　　　　⑤　はあと拠点区分
　　　　　　・はあと（就労継続支援Ｂ型）

　　　　　　・いこい（就労継続支援Ｂ型）

　　　　⑥　ゆめサポート相談所拠点区分
　　　　　　・ゆめサポート相談所（委託相談・指定特定相談・指定一般相談）

②賞与引当金
　次年度へ向け翌期に支給する職員の賞与のうち、支給対象期間が当期に帰属する支給見込額を賞与引当金とし
て計上している。

　　　　③　いこい拠点区分



基本財産の増減の内容は以下のとおりである。

　　　 前期末残高 当期末増加額 当期減少額 当期末残高

69,198,444 0 0 69,198,444

43,579,674 0 2,655,203 40,924,471

112,778,118 0 2,655,203 110,122,915

　 　

該当なし

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
間接法の為該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

　　必要な事項

１３ 重要な偶発債務

１４ 重要な後発事象

１６ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために

１５　合併又は事業の譲渡もしくは事業の譲受け

１１ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１２ 関連当事者との取引の内容

１０ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　９ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　６ 基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

土地

基本財産の種類

合計

建物

　なお、法人全体又は拠点区分で該当する内容がない項目についても、上記の１、３、９及び１０を
　除いては、項目名の記載は省略できない。この場合は当該項目に「該当なし」などと記載する。

留意事項
　財務諸表の注記は、法人全体で記載するもの及び拠点区分で記載するものの２種類とする。
　法人全体で記載するものは上記の１から１５までの全項目で、第３号の３様式の後に記載する。
　拠点区分で記載するものは上記の１、１２及び１３以外の項目で、第３号の４様式の後に記載する。
　ただし、拠点が１つの法人の場合、拠点区分で記載する財務諸表の注記を省略することができる。

　７ 会計基準第3章第4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

　８ 担保に供している資産



基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 23,458,824 23,458,824
建物 1,088,929 69,809 1,019,120
合計 24,547,753 69,809 24,477,944

計算書類に対する注記（本部拠点区分用）

１．重要な会計方針
（１）  有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
（２）  固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）  引当金の計上基準
該当なし

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
①本部拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式）
②本部拠点区分事業活動明細書
③本部拠点区分資金収支明細書は省略している。
５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下の通りになっている。

（単位：　円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な書類
該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
間接法で表示しているので該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残高
間接法で表示しているので該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　該当なし



基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 19,553,780 19,553,780
建物 41,066,019 2,489,814 38,576,205
合計 60,619,799 2,489,814 58,129,985

計算書類に対する注記（夢かれん拠点区分用）

１．重要な会計方針
（１）  有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
（２）  固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）  引当金の計上基準
退職給付引当金 職員の退職給付の備えるため、当期末における法人の退職金支

給規則に基づく期末自己都合要支給額を計上している(山口県健康福祉財団分)

２．重要な会計方針の変更

　賞与引当金　次年度へ向け翌期に支給する職員の賞与のうち、支給対象期間
が当期に帰属する支給見込額を賞与引当金として計上している。

該当なし

３．採用する退職給付制度
該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
①夢かれん拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式）
②夢かれん拠点区分事業活動明細書
③夢かれん拠点区分資金収支明細書は省略している。
５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下の通りになっている。

（単位：　円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

１１．重要な後発事象
　　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な書類
該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
間接法で表示しているので該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残高
間接法で表示しているので該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　該当なし



基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 26,185,840 26,185,840
建物 1,424,726 95,580 1,329,146
合計 27,610,566 95,580 27,514,986

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な書類
固定資産器具備品トルネックス廃棄

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
間接法で表示しているので該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残高
間接法で表示しているので該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　該当なし

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
①いこい拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式）
②いこい拠点区分事業活動明細書
③いこい拠点区分資金収支明細書は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下の通りになっている。

（単位：　円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（３）  引当金の計上基準
退職給付引当金 職員の退職給付の備えるため、当期末における法人の退職金支給
規則に基づく期末自己都合要支給額を計上している(山口県健康福祉財団分)

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度

　賞与引当金　次年度へ向け翌期に支給する職員の賞与のうち、支給対象期間
が当期に帰属する支給見込額を賞与引当金として計上している。

（２）  固定資産の減価償却の方法

計算書類に対する注記（いこい拠点区分用）

１．重要な会計方針
（１）  有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法



計算書類に対する注記（ふれんず拠点区分用）

１．重要な会計方針
（１）  有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（２）  固定資産の減価償却の方法
　　・建物並びに器具及び備品－定額法
　　・リース資産
　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）  引当金の計上基準
退職給付引当金 職員の退職給付の備えるため、当期末における法人の退職金支給規則に基づく期末自己 都合要支給

額を計上して　　いる(山口県健康福祉財団分)

２．重要な会計方針の変更

　賞与引当金　次年度へ向け翌期に支給する職員の賞与のうち、支給対象期間が当期に帰属する支給見込額を賞与引
当金として計上している。

　　該当なし

３．採用する退職給付制度
　　該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　　①ふれんず拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式）

　　②ふれんず拠点区分事業活動明細書
　　③ふれんず拠点区分資金収支明細書は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

　　該当なし

７．担保に供している資産
　　該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
要な書類

　　該当なし

　　間接法で表示しているので該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残高
　　間接法で表示しているので該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし

１１．重要な後発事象



該当なし

該当なし

間接法で表示しているので該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残
間接法で表示しているので該当なし

　　該当なし

１１．重要な後発事象

　退職給付引当金　職員の退職給付の備えるため、当期末における法人
の退職金支給規則に基づく期末自己都合要支給額を計上している(山口県

健康福祉財団分)

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

①はあと拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様式、
第３号の４様式）
②はあと拠点区分事業活動明細書
③はあと拠点区分資金収支明細書は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助
金等特別積立金の取崩
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

１．重要な会計方針
（１）  有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

計算書類に対する注記（はあと拠点区分用）

・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時
価法

　賞与引当金　次年度へ向け翌期に支給する職員の賞与のうち、支給
対象期間が当期に帰属する支給見込額を賞与引当金として計上してい
る。

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資
産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な書類

（２）  固定資産の減価償却の方法

該当なし

・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（３）  引当金の計上基準

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によって
いる。

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってい
る。



１．重要な会計方針
（１）  有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時
価法

計算書類に対する注記（ゆめサポート相談所拠点区分用）

（２）  固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によって
いる。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（３）  引当金の計上基準

２．重要な会計方針の変更

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってい
る。

　退職給付引当金　職員の退職給付の備えるため、当期末における法人
の退職金支給規則に基づく期末自己都合要支給額を計上している(山口県

健康福祉財団分)
　賞与引当金　次年度へ向け翌期に支給する職員の賞与のうち、支給
対象期間が当期に帰属する支給見込額を賞与引当金として計上してい
る。

該当なし

３．採用する退職給付制度
該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

②ゆめサポート相談所拠点区分事業活動明細書
③ゆめサポート相談所拠点区分資金収支明細書は省略してい

５．基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

①ゆめサポート相談所拠点計算書類（第１号の４様式、第２号の４様
式、第３号の４様式）

該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積
立金の取崩

　　該当なし

該当なし

間接法で表示しているので該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残
間接法で表示しているので該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び
評価損益
　　該当なし

１１．重要な後発事象

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資
産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な書類


